
派遣労働者雇用安定化特別奨励金
のご案内

いわゆる「２００９年問題」に対応し、労働者派遣契約の終了前に派
遣先への直接雇用を促進することにより、派遣労働者の雇用への影響を
軽減し、雇用の安定に資するため、６か月を超える期間継続して労働者
派遣を受け入れていた業務に従事した派遣労働者を、その労働者派遣の
期間の終了の日までの間（労働者派遣の期間の終了の日までの間に、内
定又は労働契約の申込みをした場合であって、その就業開始日が労働者
派遣の期間の終了の日の翌日から起算して１か月以内であるときを含み
ます。）に、無期又は６か月以上の有期（更新有の場合に限ります。）
の労働契約を締結して直接雇い入れる場合に、奨励金を支給します。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

派遣労働者雇用安定化特別奨励金とは・・

事業実施期間

平成２１年２月６日から平成２４年３月３１日まで



ご確認ください！

受給できる事業主は、次の１から６までのいずれにも該当する事業主です。

１ 雇用保険の適用事業の事業主

２ 派遣先である事業主であって、当該派遣先の事業所その他派遣就業の場所ごとの同一の
業務について６か月を超える期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けたもの

３ ２の労働者派遣に係る労働者派遣の期間の終了の日までの間に、当該同一の業務に従事
した派遣労働者であって当該派遣先に雇用されることを希望するもの（当該派遣元事業主
と期間の定めのない労働契約を締結していたもの（当該派遣元事業主の都合により退職す
るもの又は退職する予定のものを除きます。）並びに労働者派遣法第40条の４及び第40
条の５の雇用契約の申込みの対象になるものを除きます。( ※１ ））との間で期間の定め
のない労働契約又は６か月以上の期間の定めのある労働契約（当該労働契約が更新される
ことが明示されているものに限ります。）を締結し、当該派遣労働者を雇用保険の被保険
者（短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除きます。以下同じ。）として引き続
き６か月以上雇い入れる事業主（ ※２ ）

４ ３の雇入れの日の前日から起算して６か月前の日から都道府県労働局長に対する奨励金
の受給についての申請書の提出日までの間（以下「基準期間」という。）において、当該
雇入れに係る事業所の労働者を解雇した事業主（天災その他やむを得ない理由のために事
業の継続が不可能となったこと又は労働者の責めに帰すべき理由により解雇した事業主を
除きます。）以外の事業主（ ※３ ）

５ 基準期間において、当該雇入れに係る事業所において、雇用保険法第23条第１項に規定
する特定受給資格者となる離職理由によりその雇用する被保険者を３人を超え、かつ、当
該雇入れの日における被保険者数の６％に相当する数を超えて離職させた事業主以外の事
業主

６ 当該事業所において、奨励金の支給決定等に必要な労働関係帳簿（出勤簿、タイムカー
ド、労働者名簿等）を整備し、並びに労働者派遣法第42条の規定により派遣先管理台帳を
作成し、記載し、及び保存している事業主

※１ 労働者派遣法第４０条の４及び４０条の５についての取扱いは「よくある質問 問７」
をご覧ください。

※２ 「労働者派遣の期間の終了の日までの間に・・・雇い入れる」とは、同日までの間に
当該派遣労働者を労働させ、賃金を支払う旨を約し、若しくは通知した場合又は当該派
遣労働者に対し、労働契約の申込みをした場合であって、その就業を開始する日が労働
者派遣の期間の終了の日の翌日から起算して１か月以内であるときを含みます（以下
「内定等の場合」といいます）。

※３ 解雇とは被保険者の喪失原因「３」と判断されるもので、勧奨退職を含みます。

詳しくは都道府県労働局までお問い合わせください。

受給できる事業主



ご注意！

１ 次のいずれかに該当する場合には、この奨励金は支給されません。
(1) この奨励金の支給を行う際に、前々年度より前のいずれかの保険年度に、雇入

れに係る事業所において労働保険料を納入していない場合
(2) 不正行為により本来受けることのできない助成金等の支給を受け、又は受け

ようとしたことにより３年間にわたる助成金等の不支給措置が執られている場合
(3) 雇入れの日の前日から起算して３年前の日から当該雇入れの日までの間にお

いて、この奨励金の支給対象となった労働者を雇用したことがある場合
(4)   労働関係法令の違反を行っていることによりこの奨励金を支給することが適切

でないものと認められる場合

２ 同一の事由により、求職活動等支援給付金等の他の助成金の支給を受けた場合に
は、当該支給事由によっては、この奨励金は支給されない場合があります。また、
雇入れに係る事業主が、雇用調整助成金又は中小企業緊急雇用安定助成金の支給を
受けた場合には、当該雇用調整助成金又は中小企業緊急雇用安定助成金の支給の対
象になる労働者を対象にこの奨励金は支給されません。

３ 不正行為により本来受けることのできない奨励金の支給を受け、又は受けようと
した場合には、これにより奨励金の支給を受けることができないこととなった日以
後３年間、助成金等を受けることができなくなることがあります。

４ 奨励金の支給申請から支給決定までの間及び支給終了後において、総勘定元帳等
の帳簿の提示を求めることがありますので、ご協力願います。

５ 雇入れの日が、平成21年２月５日以前である場合又は平成24年４月１日以後で
ある場合には、この奨励金は支給されません。

受給できる額

第１期

１ 支給対象期

第２期 第３期

雇入れの日から起
算して６か月が経
過する日まで

雇入れの日から起算し
て６か月が経過する日
の翌日から１年が経過
する日まで

雇入れの日から起算し
て１８か月が経過する
日の翌日から１年が経
過する日まで



２ 受給できる額

期間の定めのない労働契約の場合 ６か月以上の期間の定めのある

労働契約の場合

大
企
業

計50万円

６か月経過後 25万円

計25万円

６か月経過後 15万円

１年６か月

経過後

12万5千円 １年６か月

経過後

5万円

２年６か月

経過後

12万5千円 ２年６か月

経過後

5万円

中
小
企
業

計100万円

６か月経過後 50万円

計50万円

６か月経過後 30万円

１年６か月

経過後

25万円 １年６か月

経過後

10万円

２年６か月

経過後

25万円 ２年６か月

経過後

10万円

業種分類 常時雇用する労働者数 資本又は出資額

小売業（飲食店含む） 50人以下 5,000万円以下

サービス業 100人以下 5,000万円以下

卸売業 100人以下 １億円以下

その他の業種 300人以下 ３億円以下

受給のための手続

派遣労働者雇用安定化特別奨励金の支給を受けるためには、対象労働者を雇い入れた事業所の
所在地を管轄する労働局長に、支給対象期ごとにそれぞれ支給対象期の末日の翌日から起算して
1か月（支給申請期間）以内に必要な書類を添えて支給申請書を提出することが必要です（※）。

なお、当該提出については、管轄労働局長の指揮監督する公共職業安定所を経由して行うこと
ができる場合があります。

支給申請期間の末日が申請期限となりますので、この日を過ぎると、原則として当該申請期限
に係る支給対象期については支給を受けることができませんので注意してください。
※ 申請に当たっては、次の書類の提出が必要になります。

①支給申請書（第１期、第２期又は第３期）、②対象労働者雇用状況等申立書、
③派遣元事業主との間で期間の定めのない労働契約を締結していたかどうかの確認書、
④労働者派遣契約書（写）、 ⑤派遣先管理台帳（写）、
⑥雇用契約書又は雇入れ通知書（写）、⑦各支給対象期の最終日の属する月の出勤簿（写）

くわしくは
１ 上記①～③については所定の様式があります。別添の記入例を参考にしてください。

（別添の未記入の様式はコピーして申請書・添付書類としてお使いください。）
また、上記③については、対象労働者本人に記載していただく必要があります。

２ 上記①～⑦のほか、必要に応じ、労働関係帳簿（出勤簿、タイムカード、労働者名
簿）等の提出をお願いする場合があります。

「大企業」とは、中小企業
事業主以外の事業主をいい
ます。

業種分類は、日本標準産
業分類（総務省）に基づく
こととしています。

※ 中小企業事業主の範囲



（例１）６か月を超える期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けている場合であって、労働者派遣の期間の
終了の日（平成21年２月28日）までに派遣労働者を雇い入れた場合（雇入日は２月６日）

第１期
平成21年２月６日

～８月５日まで

第２期
平成2１年８月６日

～平成2２年８月５日まで

雇入日
２月６日

第３期
平成2２年８月６日

～平成2３年８月５日まで

第１期申請
平成21年８月６日

～９月５日まで

第２期申請
平成2２年８月６日

～９月５日まで

第３期申請
平成２３年８月６日

～９月５日まで

雇い入れた労働者が支給対象期の途中で離職した場合には奨励金は支給されません。
また、支給要件を満たしているにもかかわらず、第１期の申請を行わなかった場合において

も、第２期及び第３期の支給申請を行うことができます。奨励金はあらかじめ指定していただ
いた金融機関への振込みにより支給します。

よくある質問

問１ 「同一の業務について６か月を超える期間継続して役務の提供を受けた」とあります
が、同一の派遣労働者に係る役務の提供を受けていたことが必要でしょうか。

答 同一の派遣労働者に係る役務の提供を受けていたことまでは必要ではありません。

問２ 「継続して」の判断は、派遣先が講ずべき措置に関する指針（平成11年労働省告示
第138号）第２の14(3)のいわゆるクーリング期間と同様の考え方でよろしいのでし
ょうか。

また、いわゆるクーリング期間があった場合、「同一の業務について６か月を超え
る期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けた」かどうかの判断に当たって、クー
リング期間は派遣期間として算定されますか。

答 前段につきましては、そのとおりです。「継続して」の判断については、当該派遣労働
者に係る派遣就業の終了の日から次の派遣就業の開始の日までの期間が３か月以下の場合
は当該労働者派遣を継続して行っているものとします。

後段について、継続して行われる労働者派遣の期間の算定については、それぞれの派遣
契約に係る労働者派遣の開始の日から終了の日までの期間を合計するものとします（派遣
受入期間の算定とは異なりますのでご注意ください）。

以下の場合、７か月の役務の提供を受けていたこととなります。

労働者派遣契約
（３か月）

クーリング期間
（１か月） 労働者派遣契約

（４か月）



問３ 支給要件の中に「６か月を超える期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けたこ
と」とあるが、紹介予定派遣が行われた期間も当該期間の一部に含まれると考えてよ
ろしいのでしょうか。

答 そのとおりですが、紹介予定派遣については、「派遣先が講ずべき措置に関する指針」
（平成11年労働省告示第138号）第２の18の(1)により、６か月を超えて同一の派遣労
働者を受け入れないこととされていることに留意が必要です。紹介予定派遣の期間が含ま
れる場合としては、紹介予定派遣の期間とそれ以外の派遣の期間が継続している場合等が
考えられます。

問４ 対象労働者が派遣労働者として就業していた業務と、派遣先での直接雇用後に従事
する業務は同一の業務でなければならないのでしょうか。

答 必ずしも同一の業務でなければならないものではありません。

問５ 次のようなケースの場合、奨励金の支給対象となるでしょうか。
（例１）６か月を超える期間継続して労働者派遣の役務の提供を受けている場合であって、

労働者派遣の期間の終了の日（平成21年２月28日）までに労働契約の申込みを行い
（２月20日）、労働者がこれに応じ（２月21日）、就業開始日が労働者派遣の期間の

終了の日の翌日（３月１日）から起算して１か月以内（３月31日まで）であるとき。

（例２）派遣受入期間の制限を受ける業務において、抵触日が平成21年４月１日であるた
め、派遣元事業主から３月15日に労働者派遣法第35条の２に基づく派遣停止の通
知を受けた。このため、３月20日に当該派遣労働者に対し雇用契約の申込みを行い、
就業開始日が４月10日となったとき。

答 例１、例２のいずれにおいても、奨励金の支給対象となります。
なお、例２においては、抵触日前に雇用契約の申込みが行われ、就業開始日が抵触日か

ら起算して１か月以内であれば、奨励金の支給対象となります。

問６ ６か月契約で更新の明示があったにもかかわらず、本人が更新を希望せず、６か月で
退職した場合、本奨励金の支給対象となるか。

答 労働契約が更新されなかった場合には、その理由が本人の都合によるものか、事業所
の都合によるものかを問わず、本奨励金の支給対象とはなりません。

問７ 次のようなケースの場合、奨励金の支給対象となるでしょうか。
（例１） 抵触日が４月１日である場合において、３月１５日に派遣停止の通知を受け、３

月２０日に雇用契約の申込みを行い、派遣先において雇用したとき。
（例２） 派遣受入期間の制限のない業務について、同一の業務に同一の派遣労働者を３年

を超えて受け入れており、その同一業務に当該派遣労働者を直接雇用したとき。



～お問い合わせは、下記の都道府県労働局まで～

労働局名 課 室 名 電話番号 労働局名 課 室 名 電話番号

北海道 需給調整事業室 ０１１－７３８－１０１５ 滋 賀 職業対策課 ０７７－５２６－８６８６

青 森 職業対策課 ０１７－７２１－２００３ 京 都 需給調整事業課 ０７５－２４１－３２２５

岩 手 職業対策課 ０１９－６０４－３００５
大 阪

雇用保険課
（ハローワーク事業主支援センター）

０６－６３４６－７１８１
宮 城 需給調整事業室 ０２２－２９２－６０７１

秋 田 職業対策課 ０１８－８８３－００１０
兵 庫

ハローワーク助成金デスク
（職業対策課）

０７８－２２１－５４４０
山 形 職業対策課 ０２３－６２６－６１０１

福 島 需給調整事業室 ０２４－５２８－０３３５ 奈 良 職業対策課 ０７４２－３２－０２０９

茨 城 需給調整事業室 ０２９－２２４－６２３９ 和歌山 職業対策課 ０７３－４８８－１１６１

栃 木 職業対策課 ０２８－６１０－３５５７ 鳥 取 職業対策課 ０８５７－２９－１７０８

群 馬 職業対策課 ０２７－２１０－５００８ 島 根 職業安定課 ０８５２－２０－７０１８

埼 玉 職業対策課 ０４８－６００－６２０９ 岡 山 職業対策課 ０８６－８０１－５１０７

千 葉 職業対策課 ０４３－２０２－５１８２ 広 島 職業対策課 ０８２－５０２－７８３９

東 京
職業対策課

（ハローワーク助成金事務センター）
０３－３８１２－８９４３

山 口 職業安定課 ０８３－９９５－０３８５

徳 島 職業対策課 ０８８－６１１－５３８７

神奈川 職業対策課 ０４５－６５０－２８６８ 香 川 職業対策課 ０８７－８１１－８９２３

新 潟 需給調整事業室 ０２５－２３４－５９３０ 愛 媛 職業対策課 ０８９－９４１－２９４０

富 山 需給調整事業室 ０７６－４３２－２７１８ 高 知 職業対策課 ０８８－８８５－６０５２

石 川 需給調整事業室 ０７６－２６５－４４３５
福 岡

職業対策課
(福岡助成金センター）

０９２－４１１－４７０１
福 井 職業対策課 ０７７６－２６－８６１３

山 梨 職業対策課 ０５５－２２５－２８５８ 佐 賀 職業対策課 ０９５２－３２－７１７３

長 野 職業安定課 ０２６－２２６－０８６５ 長 崎 職業対策課 ０９５－８０１－００４２

岐 阜 職業対策課 ０５８－２６３－５５６３ 熊 本 需給調整事業室 ０９６－２１１－１７３１

静 岡 需給調整事業室 ０５４－２７１－９９９０ 大 分 職業対策課 ０９７－５３５－２０９０

愛 知
職業対策課

あいち雇用助成室
０５２－２１９－５５１９

宮 崎 職業対策課 ０９８５－３８－８８２４

鹿児島 職業対策課 ０９９－２１９－８７１２

三 重 需給調整事業室 ０５９－２２６－２１６５ 沖 縄 職業対策課 ０９８－８６８－１６０６

答 労働者派遣法第４０条の４及び４０条の５の雇用契約の申込義務の対象となる者を派遣先が
直接雇用した場合には、法に定められた義務を履行したに過ぎないため、奨励金の支給対象に
はなりません。

例１については奨励金の支給対象となります。労働者派遣法第４０条の４の義務が発生する
のは、①派遣先が法第３５条の２第２項の規定による通知（いわゆる派遣停止の通知）を受け、
②派遣先が抵触日以降継続して当該通知を受けた派遣労働者を使用しようとし、当該派遣労働
者が当該派遣先に雇用されることを希望する場合です。例１では、雇用契約申込み義務が発生
した後、派遣先において義務を履行し、当該派遣労働者を雇用したものです。派遣停止の通知
は抵触日の１か月前から抵触日の前日までに派遣元が派遣先に通知することとなっています。
このため、この間に派遣停止の通知をいつ行うかは派遣元の判断に委ねられており、派遣停止
の通知と雇用契約の申込みのいずれが先に行われたかにより、奨励金の支給の可否が決まって
しまうのは、公平性の観点から妥当でないため、本奨励金においては、抵触日前に雇用契約の
申込みが行われ、就業開始日が抵触日から起算して１ヶ月以内であれば、支給対象とします。
なお、抵触日以降に雇用の申込みがあった場合は、奨励金の対象外となります。

例２については、奨励金の支給対象になりません。法第４０条の５の申込み義務が発生する
のは、派遣受け入れ期間の制限のない業務について、①同一業務に同一の派遣労働者を３年を
超えて受け入れており、②その同一業務に新たに労働者を雇い入れようとする場合です。例２
では、同一業務に同一の派遣労働者を３年を超えて受け入れており、かつ派遣先が当該同一の
業務に当該派遣労働者を直接雇用した時は、法第４０条の５に基づく雇用契約の申込みの義務
を履行したに過ぎないため、奨励金の支給対象外となります。

この他にも、ご不明な点がありましたら、都道府県労働局・ハローワークにお問い合わせ
ください。お問い合わせ先は、厚生労働省ホームページでもご案内しています。
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